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 地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進－地震に関する観測、測量、

調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（平成 11 年４月 23

日）における評価、施策の策定以後の環境変化、地震調査研究の進展状況を踏

まえ、平成 21 年４月 21 日に「新たな地震調査研究の推進について－地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（以

下、「新総合基本施策」という。）を策定したが、東日本大震災において地震調

査研究に関する多くの課題等があったことから、平成24年９月６日に改訂した。 

新総合基本施策は、今後 10 年程度にわたる地震調査研究推進の基本となるも

のであり、その中では、当面推進すべき地震調査研究の内容も示されている。 

当初の新総合基本施策が策定されて７年が経過するが、これまでの地震調査

研究の動向、更には、社会の変化等を踏まえつつ、現在の施策の進捗状況を改

めて確認し、その成果についてレビューを行うことで、今後の総合基本施策の

推進に役立てるとともに、その結果を次期総合基本施策の策定にも生かすこと

が重要である。 

このため、政策委員会のもとに総合的かつ基本的な施策のレビューに関する

小委員会（以下、「小委員会」という。）を設置する。 

 

１．審議事項 

（１）新総合基本施策のレビューについて 

（２）第３期総合基本施策（仮称）に反映すべき事項の検討について 

（３）その他 

 

２．構成員等 

（１）小委員会を構成する委員及び専門委員については、政策委員長が別途

定める。 

（２）小委員会に主査を置き、同会構成員の中から政策委員会委員長が指名

する。 

（３）主査は、小委員会に本委員会に属さない委員及び専門委員、その他専

門家を招へいし、意見を聴取することができる。 

 

 

参考 新総レ１－（１） 


